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SPECIAL REPORTS

上下水道事業における
サービスと経営ソリューションの提供
Water Supply and Sewerage Service Business and Solutions

特　　集
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図１．ワンストップソリューションの概要－プラントライフサイクル
サポートの課題は，新たに加えた経営改善サービスを含めたPDCA（Plan-
Do-Check-Action）サイクルで解決する。

Outline of one-stop solution
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近年，上下水道事業の業務については民間の活用へという大きな流れの中にあり，指定管理者制度や第三者委託制度など
法的な整備も進んでいる。また，これらに対応したサービス事業には低コストと高い品質が要求されている。
東芝は，これまで受変電設備や監視制御装置などの電気設備機器を安定的に提供するだけでなく，サービス事業でも上下

水道の運用や設備改善に貢献をしてきたが，更に経営（財務）面の事業コスト改善まで含めたワンストップソリューションの
提供を本格化している。

In recent years, a significant trend in the field of water supply and sewerage services has been the shift from public to private management.
Legal preparations have been proceeding, such as the designated administrator system and trust waterworks management. Low cost and
high quality are demanded in this service business sector.

Toshiba has not only been providing electrical equipment in this sector on a stable basis, but also contributing to water supply and sewerage
management and the improvement of facilities. We have also begun the full-fledged provision of one-stop solutions, including in the areas
of administration and finance.

近年の公共事業は，ＰＦＩ（Private Finance Initiative）や指定

管理者制度の導入など官民パートナーシップを前提とした

官から民への業務移管の大きな流れの中にある。上下水道

事業も例外ではなく，上水道の運営を民間も含む第三者へ

委託することが法的に認められたことを契機に，民間を活用

する動きがある。

更に，2007年度から上下水道に従事する技術者が大量に

定年を迎えることにより，プラント運転の技術継承が難しく

なると言われている。この2007年問題についても民間に

対して期待があり，よりいっそうの民間委託が進むと考えら

れている。

東芝は，30年を越える製品供給実績と７年に及ぶプラント

維持管理業務で得た知見を製品・サービス開発に反映し，

上下水道プラントの建設から製品のアフターサービスまで

ライフサイクル全般にかかわってきた。更には，維持管理業

務で運用に関する顧客のニーズをとらえ，課題を解決してき

た。このような経験に基づき当社は，従来，プラント建設と

維持管理を上下水道施設のプラントライフサイクルサポート

と称して展開し，顧客のベストパートナーとして期待に応え

てきた（1）。

今回，このプラントライフサイクルサポートに“経営改善の

サービス”を加えて，いかなる時期や場面でも顧客の期待に

応えられる“ワンストップソリューション”を提供していくこと

とした（図１）。このサービスを提供することによって，顧客に

最大限満足いただけることを目指している。

ここでは，このワンストップソリューションについて，その

コンセプトと体系を述べる。
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また，エネルギー使用に関する法律（省エネ法）の施行に

より，従来に増して環境への配慮が求められている。国内の

上下水道プラントにおけるエネルギー消費量は，全国消費

エネルギーの約１％を占めるほどであり，中・大規模の浄水場，

下水処理場は省エネ法で規定されるエネルギー指定管理工場

となる場合が多い。このようなプラントでは年平均1 %の

省エネ努力が義務付けられている。

上下水道プラントの消費エネルギーは，ほとんどが動力で

ある。これを削減するには，需要予測や運用計画などの支援

システムを有効に活用する必要がある。

水道配水施設の需要予測では，前日夕刻に当日の水道配水

需要量の予測を立て，取水ポンプの運転スケジュールや広域

水道受水量を明確にしなければならない。また，表流水を

原水としている浄水場では，気象条件や水質事故などによる

取水水質の変化に対して常時適切な対応を要求される。

そして，予測される原水水質（pH，濁度，アルカリ度など）から

凝集剤注入量や薬液混和時間の設定など，浄水プロセスの

処理計画を立てなければならない｡

下水処理場では，近年，気象状況の変化により都市部に

限らず短時間に集中豪雨が発生するケースが多くなって

おり，処理場運転管理の指標となる流入量を事前に予測して

当日の処理計画を立てなければならない｡

このように，顧客から受託した維持管理業務を遂行する

なかで，その課題を次のように集約できる。

省エネ化への配慮

事業コスト縮減

原水水質の変化に伴う浄水処理改善

異常気象現象への対応力強化

ここに示した課題は，従来顧客のベテラン職員が長年蓄積

したノウハウによって試行錯誤しながら対応されてきた項目

である｡官から民へ業務を移行するにあたり，これらのノウ

ハウを短期間に継承することは極めて困難なことと推測できる｡

更に，民間委託後は，2007年問題を含めてこれらの課題を

短期間に解決できるパートナーが求められる｡

維持管理業務の中で顧客の視点に立ち，これらの課題を

従事者だけでなく，従事者を後方から支える当社の管理，営業，

技術，研究開発部門が結集し，柔軟に対応し解決を導き出す

仕組みによって“ワンストップソリューション”を提供している。

当社が実際提供しているソリューションの体系とメニュー

を表１に示す。運用，設備改善ソリューションについては，

従来から取組み成果を上げている。ここでは，新しいソリュー

ションとして提供する経営（財務）改善について，そのサービス

内容を述べる。

2.1 維持管理サービスの現状

当社は顧客にとって安心，安全な維持管理のベストパート

ナーを目指して，1999年から本格的に上下水道施設の維持

管理業務を受託してきた｡その形態は，運転管理を主体とし

た法定外委託が大半を占めている。法定外委託は業務内容

及び従事者数が指定されており制約条件が多く，民間活用

の効果はコスト縮減にとどまることがほとんどである。

しかし，当社のサービス従事者は，自身の創意工夫や当社

の管理，営業，技術，研究開発部門の情報を活用して，浄水

場や下水処理場が抱える課題を解決してきている。その事例

はこの特集の論文“上下水道事業における維持管理サービス

への取組みとソリューション展開”（p.21－24）で紹介する。また，

2005年１月に水道事業の定量化によるサービス水準の向上

を目的として（社）日本水道協会が制定した“水道事業ガイド

ライン”は，従事者の業務の評価指標として活用している。

当社では，顧客の課題をみずからの課題としてとらえ，

それらを顧客と共有し一体となって，解決に向けて取り組ん

でいる。また，従事者を支えるために，管理，営業，技術，

及び研究開発部門が積極的に相談を受けて解決手法を提示

するサポート体制があり，有効に機能してきている。その

サポート体制を図２に示す。

これにより浄水場や下水処理場が抱える課題を解決する

だけでなく，顧客の水道事業経営改善を目的としたサービス

業務を提供できる。

従事者 

O&M技術部門 

O&M：Operate and Maintenance

リモートサービス 

社会システム 
研究開発部門 

O&M営業部門 

O&M管理部門 

拠点営業・ 
技術部門 

図２．サービス従事者のサポート体制－当社の現地従事者は，関連部
門の支援をいつでもどこでも受けられる。

Support system for service operators

3 ソリューション体系とメニュー

2 ソリューション提供の必要性

2.2 上下水道プラントの課題

公共事業全般にわたるコスト縮減から，顧客の事業に対

するコスト意識は急激に高まっており，同時にサービス品質

もより重視されてきている。しかし，現状の上下水道事業の

民間への委託は，まだ部分的な役務提供にとどまっている場合

が多く，民間活用効果は限定的である。
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3.1 運転コスト分析（2）

運転コスト分析では「浄水場及び下水処理場の運転管理

をどのように工夫すればランニングコストを削減できるか？」

「水量・水質・動力費・薬品費を分析し，適正な水質を維持

しつつ省エネ施策を実現できるか？」などのシミュレーショ

ンを実行し，その結果を提供する｡

上下水道分野で運転コストの低減施策は運転員のノウハウ

によるところが大きい。一方，監視制御システムの高度化に

伴い，処理場で収集されるデータ数は非常に大量となって

おり，その大部分は日報，あるいは年報といった平均化した

データとして扱われることが多い。したがって，現状の運転

データを分析し，コスト削減額を定量的に評価することは非常

に困難である｡

そこで，浄水場や下水処理場の運転データの統計学的分析

を使って運転条件の改善ポイントを明確化させるとともに，

その改善により運転コストがどの程度低減できるかを定量的

に評価できる運転方案改善支援システムを開発した。

このシステム構成を図３に示す。このシステムでは，中央

監視システムなどで収集された運転データを“要改善点抽出

機能”によって運転コストと水質の視点から分析し，運転

条件の改善点を抽出する（図４）。次に，抽出された改善点の

変更を基に“運転コスト評価シミュレータ”によって運転コスト

を定量的に算出し，運転コストの低減を評価する。

要改善点抽出機能は，次の二つの機能から成る。

指標演算機能　　評価すべき運転コスト・水質項目を

指標として定義し，収集した運転データからそれらの指標

を算出する

改善方案抽出機能　　算出された指標を設計値や過去

データなどの判断基準となる値と統計学的に比較し，

一定値以上の差異がある指標を抽出し，各指標に重み

付けし，全指標を最適化する運転条件を抽出する

3.2 経営診断サービス

当社は電気機器製造だけでなく，顧客から要望があれば

経営改善についても積極的に対応している。総務省がホーム

ページ（3）に掲載している水道事業者の経営指標を分析し，

地域変革をもたらしている市町村合併による事業運営リスク

を明確化した。また，経営に直接かかわる給水原価，供給単

価の問題点を分析し改善点を提案している。更に，2007年

問題による退職金の引当，合併に伴う水道料金の統一など

民間経営の視点に立った経営診断サービスも提供している。

3.3 資産の適正化

資産の適正化と給水原価低減の視点で送配水系統を見直す

ソリューションも現在展開中である。広域に点在する施設の

有効性を診断し，保有する施設を必要数に絞り込み，コスト

パフォーマンスを最大限とする改善策も提供している。

3.4 省エネ診断

省エネ法が2006年4月に大幅に改正施行され，熱と電気

表１．ソリューションの体系

List of solution services
下水処理場A

O&Mセンター 

データ収集 

公衆回線 

リモート 
ユニット 
リモート 
ユニット 

リモート 
ユニット 
リモート 
ユニット 

下水処理場B

事業評価 
報告書 運転コスト評価 

シミュレータ 

要改善点 
抽出機能 データ分析 

動力費，薬品費， 
汚泥処理費の算出 

事業評価 
報告書 

図３．運転方案改善支援システムの構成－浄水場や下水処理場の運転
データから運転コストの低減を定量的に評価する。

Configuration of support system for improvement of operation analysis

運転コスト評価シミュレータ 

要改善点抽出機能 

（2）改善方案抽出機能 

コスト指標，水質指標の算出 

指標ごとの改善，全指標の最適化 

データ収集機能 

運転データ 

（1）指標演算機能 

図４．要改善点抽出機能の構成－浄水場や下水処理場の運転データか
ら運転コストの低減に寄与する改善点を抽出する。

Configuration of improvement point extraction function

予防保全サービス

気象情報サービス（Weather-plusTM）

配水需要量の予測情報提供サービス

下水流入量の予測情報提供サービス

メニューソリューション

運営改善

設備改善

経営（財務）改善

リモートサービス

設備診断サービス

運転コスト分析

経営診断サービス

省エネ診断

資産の適正化

ライフサイクルコスト改善

リスクマネジメント
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当社が提供する上下水道プラントのワンストップソリュー

ションについて述べた。

このソリューションを提供して確実に課題を解決し，成果

を得るには，委託形態を部分委託から性能発注である包括

委託や第三者委託にシフトすることが望ましいと考えている。

顧客のベストパートナーを目指す当社は，ワンストップソ

リューションを提供することで，上下水道事業が経営面から

改善するよう更に努力していく。
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の合計使用エネルギー量を原油換算することになった。そ

の結果，従来よりも第1種エネルギー管理指定工場が1.3倍

に増えることが想定されている｡第1種エネルギー管理指定

工場では，エネルギーの使用の合理化義務を「原単位平均

１％/年以上削減」と定めており，エネルギーの絶対量を削

減するだけではなく，生産物（浄水場では送水量，下水処理

場では処理水量）に対するエネルギー使用量を削減しなけ

ればならないと規定している。

上下水道プラントで省エネを行うためには，まず現状のエ

ネルギー消費状況を把握しなければならない。すなわち，

プラントの使用電力量を把握し，機器及び設備や，運用にお

けるエネルギー使用の合理化と改善を検討する“省エネ診

断”を行う必要がある。

省エネ診断結果としては，プラントの運転方法の変更や，

省エネ改善を行うソフトウェア的対策と，新エネルギー機器

の導入あるいは省エネ機器への設備更新をするハードウェ

ア的な対策などがある。当社は，これらのソフトウェア的又

はハードウェア的なソリューションの提供だけでなく，省エネ

診断業務そのものの提供を進めている。

3.5 リスクマネジメント（4）

上下水道事業は，それ自体の目的の一つにハザード（やが

て損失が発生するであろう危機的な状態）の制御がある。こ

の制御が機能して，水道では衛生的な水を供給することで

伝染病などが予防でき，下水道では汚濁物質の制御や浸水

防除などにより環境負荷の低減や住民の安全・財産の保全

が図れてきた。しかし，社会環境の変化などに伴い想定して

なかったようなリスクが実際に発生している。想定内のリス

クでも，すべてを回避又は排除することは不可能であり経済

的なコスト負担も重くなることから，ある程度のリスクを許

容することも必要となる。このように様々なリスクに対してそ

のリスクを特定し，規模や許容すべきレベルに沿った対応策

を検討するリスクマネジメントが必要となっている。

近年は，PFIや維持管理の包括委託への広がりから，官民

のリスク分担など，公共施設においてもリスクマネジメントが

活発に議論されるようになってきた。このような状況から当

社は，案件ごとにリスクの洗出し，測定及び評価，処理技術

の選択，対策の実施，見直し，統制というリスクマネジメント

のプロセスを通じた検討を行い，官民の最適なリスク分担

を提案している。
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